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別紙 

記入上の注意（建設コンサルタント、建築設計） 
 
１ 共通事項 
（１） 申請に必要な各様式については、奈良県建設産業課のウェブページからダウンロー
ドしてください。 

ダウンロードページ https://www.pref.nara.lg.jp/n133/4331.html 
（２） 行政書士の職印を除き、申請書に押印は不要です（押印があっても受け付けま
す。）。 

 
２ 競争入札参加資格審査申請書（様式１） 
①申請年月日 
申請書類の提出日（投函日）を記入してください。 

【業者内容について】 
（１） 本社についての情報を記入してください。 
（２） ②の商号又は名称欄については、株式会社等の法人の場合は、（株）・（有）等の
略号を用いてください。 

【申請担当者又は行政書士について】 
（１） 今回の入札参加資格審査申請における担当者情報を入力してください。 

行政書士が行う場合は、行政書士の情報を入力してください。 
（２） ⑦の所属欄について、行政書士の場合は事務所名から入力してください。 
【登録を受けている内容について】 
（１） 入札参加資格を希望する業種について入力してください（今回申請できる業種は、
「建設コンサルタント」（「河川、砂防及び海岸・海洋部門」及び「道路部門」）、「建
築設計」のみです。）。 

（２） ⑪の登録番号欄及び⑫の登録年月日欄については、国土交通省等に登録を行ってい
る内容について、最も直近のものを入力してください。 

【入札参加資格申請を行う部門について】 
（１） ⑭の営業所委任欄について、営業所に契約締結等の権限を委任する場合は、「○」

を入力してください。 
※契約締結等の権限を営業所等の代表者に委任できる営業所等は、以下の条件を満たす必
要があります。 

（建設コンサルタントの場合） 
建設コンサルタント登録規程（昭和５２年４月１５日建設省告示第７１７号）に基づき

登録されている営業所等で、国土交通大臣に提出された直近の「現況報告書」に記載され
ている営業所。 
※国土交通大臣に「現況報告書」を提出後、入札参加資格審査申請までに県内に営業所等
を新設した場合は、入札参加資格審査申請書提出前に、各登録規程、法に基づき国土交
通大臣に提出された変更届にその旨の記載がある場合に限り営業所等として取り扱いま
す。 

（建築設計の場合） 
建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条に基づく建築士事務所登録を受けてい

る事務所。 
【営業所内容について】 
（１） ⑭の営業所委任欄に「○」を選択すると、営業所内容についての入力欄が表示され
ますので、入力してください。 

 
３ 社会保険等適用除外誓約書（様式２）＜該当者のみ＞ 

内容を確認の上、提出年月日、商号又は名称、代表者氏名、社会保険適用除外の理由を記
入して提出してください（押印省略可）。 
 
４ 営業所一覧（様式３）＜該当者のみ＞ 
 営業所がない場合、常時契約を締結する本店の名称を記載すること。 
 



競争入札参加資格審査申請書に係る個人情報の利用目的等について 

 

奈良県知事が、建設工事等に係る競争入札の参加資格等に関する規程（平成８年 12月 10 

日奈良県告示第 427 号）第２条に基づき提出される入札参加資格審査申請書（同規程同条

各項に該当しないことを証明するための添付書類、同規程第５条に基づく変更等の届出書

及び入札参加資格要件確認申請書を含む。以下「入札参加資格申請書等」という。）により

取得する個人情報は、次のとおり利用し、第三者に提供します。 

１ 入札参加資格申請及び入札参加資格要件確認申請の審査事務 

２ 入札参加資格を得た者に対する指導監督等の事務 

３ 入札参加資格業者名簿の公開 

４ 個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 条）等の法令等の規定に基づく

利用又は提供 

 

なお、入札参加資格申請書等の内容を確認するために提出していただく入札参加資格申 

請書等以外の資料により取得する個人情報については、入札参加資格申請の審査事務のみ

に利用し、個人情報の保護に関する法律等の法令等の規定に基づく利用又は提供を除き、

他の目的で利用又は提供することはありません。 


